


 

 

 

平 成 31 年 度 一 般 会 計 予 算 

 

 

 
※ 新元号への移行が予定されている 2019 年 5月 1 日以降の年度については、「平成」のまま表記しています。 





 

平成 31 年度  春 日 市 一 般 会 計 予 算 
 

平成 31 年度春日市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 33,334,321 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表歳入歳出予算｣による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費

は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、｢第３表債務

負担行為｣による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び

償還の方法は、｢第４表地方債｣による｡ 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、5,000,000 千円と定める｡ 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第 220 条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次 

のとおりと定める｡ 

 (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費

の各項の間の流用 

 

平成３１年２月２５日提出 

                          春日市長   井 上 澄 和 



第１表　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算

     ( 歳 入 )
（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 市税 13,068,246 12,774,011 294,235 2.3％

 1 市民税 6,690,389 6,459,989 230,400 3.6％

 2 固定資産税 4,861,293 4,813,843 47,450 1.0％

 3 軽自動車税 195,636 182,928 12,708 6.9％

 4 市たばこ税 538,561 547,358 △8,797 △1.6％

 6 都市計画税 782,367 769,893 12,474 1.6％

 2 地方譲与税 183,566 196,304 △12,738 △6.5％

 2 地方揮発油譲与税 52,304 52,691 △387 △0.7％

 3 自動車重量譲与税 131,262 143,613 △12,351 △8.6％

 3 利子割交付金 29,571 26,236 3,335 12.7％

 1 利子割交付金 29,571 26,236 3,335 12.7％

 4 配当割交付金 74,756 44,498 30,258 68.0％

 1 配当割交付金 74,756 44,498 30,258 68.0％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 5 株式等譲渡所得割交付金 50,698 51,733 △1,035 △2.0％

 1 株式等譲渡所得割交付金 50,698 51,733 △1,035 △2.0％

 6 地方消費税交付金 1,829,254 1,788,704 40,550 2.3％

 1 地方消費税交付金 1,829,254 1,788,704 40,550 2.3％

 7 自動車取得税交付金 37,068 89,453 △52,385 △58.6％

 1 自動車取得税交付金 37,068 89,453 △52,385 △58.6％

 8 環境性能割交付金 12,907 0 12,907 皆増

 1 環境性能割交付金 12,907 0 12,907 皆増

 9 国有提供施設等所在市町村助 2,599 2,652 △53 △2.0％

成交付金

 1 国有提供施設等所在市町村助 2,599 2,652 △53 △2.0％

成交付金

10 地方特例交付金 107,669 86,299 21,370 24.8％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 地方特例交付金 107,669 86,299 21,370 24.8％

11 地方交付税 3,983,987 3,942,122 41,865 1.1％

 1 地方交付税 3,983,987 3,942,122 41,865 1.1％

12 交通安全対策特別交付金 23,400 26,100 △2,700 △10.3％

 1 交通安全対策特別交付金 23,400 26,100 △2,700 △10.3％

13 分担金及び負担金 668,620 660,876 7,744 1.2％

 1 分担金 80 80 0 0.0％

 2 負担金 668,540 660,796 7,744 1.2％

14 使用料及び手数料 496,224 492,877 3,347 0.7％

 1 使用料 154,927 152,343 2,584 1.7％

 2 手数料 341,297 340,534 763 0.2％

15 国庫支出金 6,075,085 6,494,040 △418,955 △6.5％

 1 国庫負担金 5,148,829 5,017,736 131,093 2.6％

比 較款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額



（単位 ： 千円）

増 減 率

 2 国庫補助金 898,501 1,446,306 △547,805 △37.9％

 3 委託金 27,755 29,998 △2,243 △7.5％

16 県支出金 2,662,167 2,361,188 300,979 12.7％

 1 県負担金 1,719,922 1,627,095 92,827 5.7％

 2 県補助金 720,536 542,346 178,190 32.9％

 3 委託金 221,709 191,747 29,962 15.6％

17 財産収入 150,241 24,813 125,428 505.5％

 1 財産運用収入 25,171 19,811 5,360 27.1％

 2 財産売払収入 125,070 5,002 120,068 2400.4％

18 寄附金 500,000 500,001 △1 0.0％

 1 寄附金 500,000 500,001 △1 0.0％

19 繰入金 398,845 155,105 243,740 157.1％

 1 基金繰入金 398,841 155,101 243,740 157.1％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 2 特別会計繰入金 4 4 0 0.0％

20 繰越金 300,000 700,000 △400,000 △57.1％

 1 繰越金 300,000 700,000 △400,000 △57.1％

21 諸収入 585,218 633,114 △47,896 △7.6％

 1 延滞金、加算金及び過料 39,907 36,260 3,647 10.1％

 2 市預金利子 599 450 149 33.1％

 3 貸付金元利収入 310,001 310,001 0 0.0％

 4 受託事業収入 52,046 57,046 △5,000 △8.8％

 5 雑入 182,665 229,357 △46,692 △20.4％

22 市債 2,094,200 1,817,400 276,800 15.2％

 1 市債 2,094,200 1,817,400 276,800 15.2％

33,334,321 32,867,526 466,795 1.4％

比 較

歳 入 合 計

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額



     ( 歳 出 )
（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 議会費 272,285 270,097 2,188 0.8％

 1 議会費 272,285 270,097 2,188 0.8％

 2 総務費 3,057,826 3,494,147 △436,321 △12.5％

 1 総務管理費 2,264,962 2,772,801 △507,839 △18.3％

 2 徴税費 387,664 379,938 7,726 2.0％

 3 戸籍住民基本台帳費 255,397 264,890 △9,493 △3.6％

 4 選挙費 114,186 39,035 75,151 192.5％

 5 統計調査費 9,162 7,184 1,978 27.5％

 6 監査委員費 26,455 30,299 △3,844 △12.7％

 3 民生費 15,980,345 15,166,298 814,047 5.4％

 1 社会福祉費 6,345,931 5,955,754 390,177 6.6％

 2 児童福祉費 7,356,350 6,782,723 573,627 8.5％

 3 生活保護費 2,272,659 2,423,122 △150,463 △6.2％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 4 災害救助費 5,405 4,699 706 15.0％

 4 衛生費 2,454,456 2,230,741 223,715 10.0％

 1 保健衛生費 1,345,102 1,149,757 195,345 17.0％

 2 清掃費 1,070,491 1,049,673 20,818 2.0％

 3 上水道費 38,863 31,311 7,552 24.1％

 5 労働費 32,048 31,227 821 2.6％

 1 労働諸費 32,048 31,227 821 2.6％

 6 農林水産業費 25,441 55,909 △30,468 △54.5％

 1 農業費 25,441 55,909 △30,468 △54.5％

 7 商工費 359,588 358,158 1,430 0.4％

 1 商工費 359,588 358,158 1,430 0.4％

 8 土木費 3,017,092 4,043,959 △1,026,867 △25.4％

 1 土木管理費 342,954 320,602 22,352 7.0％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 2 道路橋りょう費 456,717 396,639 60,078 15.1％

 3 河川費 8,505 20,662 △12,157 △58.8％

 4 都市計画費 1,839,706 2,281,443 △441,737 △19.4％

 5 住宅費 369,210 1,024,613 △655,403 △64.0％

 9 消防費 1,029,157 975,140 54,017 5.5％

 1 消防費 1,029,157 975,140 54,017 5.5％

10 教育費 4,228,994 3,339,647 889,347 26.6％

 1 教育総務費 396,319 380,428 15,891 4.2％

 2 小学校費 1,230,294 531,257 699,037 131.6％

 3 中学校費 358,705 599,652 △240,947 △40.2％

 4 社会教育費 1,033,496 1,036,045 △2,549 △0.2％

 5 保健体育費 1,210,180 792,265 417,915 52.7％

11 災害復旧費 11 11 0 0.0％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較



（単位 ： 千円）

増 減 率

 1 農林水産業施設災害復旧費 3 3 0 0.0％

 2 公共土木施設災害復旧費 5 5 0 0.0％

 3 公立文教施設災害復旧費 3 3 0 0.0％

12 公債費 2,829,104 2,822,101 7,003 0.2％

 1 公債費 2,829,104 2,822,101 7,003 0.2％

13 諸支出金 3,573 37,192 △33,619 △90.4％

 1 諸支出金 3,573 37,192 △33,619 △90.4％

14 予備費 44,401 42,899 1,502 3.5％

 1 予備費 44,401 42,899 1,502 3.5％

33,334,321 32,867,526 466,795 1.4％

款 項 本 年 度 当 初 予 算 額 前 年 度 当 初 予 算 額 比 較

歳 出 合 計



3　民生費 1　社会福祉費 介護保険事業費 167,785

第　２　表　　繰　越　明　許　費

款 項 金　　　　額

（単位：千円）

事　　　　　業　　　　　名



（単位 ： 千円）

16,068   

平成32年度 11,000   

庁舎設備整備設計監理業務委託料 平成32年度 7,293   

プロモーション事業支援業務委託料

市議会会議録作成業務委託料 平成32年度 2,508   

ＣＭＳ保守・運用業務委託料 平成32～平成36年度

納税通知書等印刷及び封入封かん業務委託料（市民税・県民税・法
人市民税・軽自動車税）

平成32年度 5,684   

635,853千円に約定利子を加えた額

388   

議会報印刷費 平成32年度 2,301   

就職情報インターネットサイト掲載等手数料 平成32年度 385   

市県民税データパンチ業務委託料 平成32年度

限 度 額

第　３　表　　　債 務 負 担 行 為

事 項 期 間

春日市土地開発公社の借入金に対する債務保証（平成３１年度） 平成31年度から債務完了の年度まで



（単位 ： 千円）

放課後児童クラブ管理業務委託料 平成32～平成34年度 386,205   

口座振替伝送化業務委託料 平成32～平成34年度

第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画作成業務委託料 平成32年度 4,620   

平成32～平成34年度 201,114   

地方税電子申告支援サービス使用料（共通納税サービス分） 平成32年度

放課後児童クラブ管理システム機器賃借料 平成32～平成36年度 3,855   

老人福祉センターナギの木苑指定管理業務委託料 平成32～平成34年度

納税通知書等印刷及び封入封かん業務委託料（固定資産税・都市計
画税）

平成32年度 1,648   

2,112   

指定児童センター管理業務委託料

公立保育所給食調理業務委託料 平成32～平成34年度 79,992   

4,950   

84,273   

事 項 期 間 限 度 額



（単位 ： 千円）

第２次緑の基本計画策定業務委託料 平成32年度 7,070   

受診券等印刷及び封入封かん業務委託料 平成32年度 1,663   

健康診査業務（集団）委託料（南部工場関連）

環境基本計画策定業務委託料 平成32年度 3,965

可燃ごみ細組成調査及び一般廃棄物処理基本計画策定業務委託料 平成32年度 1,393   

事 項 期 間

指定ごみ袋等製造・保管・配送・処理手数料徴収業務委託料 平成32年度 79,763   

道路維持作業業務委託料 平成32年度 26,637   

平成32～平成33年度 7,671

第２次都市計画マスタープラン策定業務委託料 平成32年度 14,883   

緑の管理業務委託料 平成32年度 75,300   

限 度 額



（単位 ： 千円）

欽修市営住宅Ｅ棟建設工事 平成32年度 305,304   

図書館管理システム使用料（小中学校図書館分） 平成32～平成36年度 12,348

春日市土地開発公社が代行取得する公共用地取得事業（春日原駅前
線用地分）

平成32～平成33年度 72,355   

若草市営住宅Ｂ棟増築工事 平成32年度 203,550   

1,005   

小学校尿検査料 平成32年度 1,968   

中学校教職員健康診断業務委託料 平成32～平成34年度 4,880   

中学校尿検査料 平成32年度

事 項 期 間 限 度 額

図書館管理システム保守料（小中学校図書館分） 平成32～平成36年度 10,108   

小学校教職員健康診断業務委託料 平成32～平成34年度 8,571



（単位 ： 千円）

総合スポーツセンター等指定管理業務委託料 平成32～平成36年度 868,390   

図書館管理システム保守料（市民図書館分） 平成32～平成36年度 10,108   

図書館管理システム使用料（市民図書館分） 平成32～平成36年度 12,348   

春日南中学校校舎増築工事監理業務委託料

歴史資料館空調設備保守料 平成32年度 990   

宝町共同利用施設整備工事監理業務委託料 平成32年度 895   

大和町共同利用施設整備工事監理業務委託料 平成32年度 895   

春日南中学校大規模改修工事監理業務委託料 平成32～平成35年度 23,127   

事 項 期 間 限 度 額

学校図書館支援業務委託料 平成32～平成33年度 19,878   

平成32年度 9,584   



（単位 ： 千円）

小学校給食調理業務委託料（日の出小学校、春日南小学校、大谷小
学校、白水小学校、春日原小学校、春日北小学校）

227,431   

平成32年度 11,000   温水プール改修工事設計監理業務委託料

平成32～平成34年度

事 項 期 間 限 度 額



一般会計出資債

連続立体交差事業

市営住宅建設事業

道路ストック長寿命化補修事業

白水架道橋トンネル照明灯改築事業

白水大池公園管理棟改修事業

防災・行政情報通信ネットワーク
整備事業

天神山小学校大規模改修事業

春日北小学校大規模改修事業

大谷小学校大規模改修事業

臨時財政対策債

9,000

170,300

（単位：千円）

141,400

　政府資金については、
その融通条件により、銀
行その他の場合には、そ
の債権者と協定するもの
による。
　ただし、市財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、若しくは
繰上償還又は低利に借換
えすることができる。

51,800

起   債   の   目   的

241,900

　年４.０％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

1,120,100

109,300

　第　４　表　　　地　　　方　　　債

償  還  の  方  法利　　　　率起 債 の 方 法限   度   額

54,600

8,300 証書借入又は証券発行

182,500

5,000
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